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１．太陽光発電は、社会の重要な電源インフラ
 気候変動が引きおこす自然災害を減らすには、温室効果ガスを削減するために、

再生可能エネルギの導入が不可欠です。
 我国の第6次エネルギー基本計画では、2030年の電源に占める再エネ比率を

36～38％に高める計画で、太陽光発電は14～16%を占める重要な電源です。
 現状では、電源の約10％、夏のピーク電源の3割近くを賄っています。
 このような中、足元で起きているケーブル盗難は、これまでの災害被害に

加えて、保険会社の経営を圧迫し、保険契約の不担保や、保険条件の大幅な見
直しに直面しています。

 この結果、発電事業にとって、事業継続や、新たな事業投資の大きなにブレー
キとなり、今後の電源インフラ構築にとっても危機的な状況です。
今や、関係者が一体となった対策が必要です。

燃料種別発電実績(九州電力送配電エリア需給実績データ(9月２日
DL)より作成

第６次エネ基2030年ｴﾈﾙｷﾞｰMix 九州電力での需給断面例
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２．事業用太陽光発電の全国認定設備導入容量状況
（2024年３月末現在）

 全国の事業用の区域別導入量では、比較的北関東圏に導入量が集中しています。
 全国の設備容量区分では、特別高圧、高圧、低圧で、各30%、40％、30%の構成

ですが、導入件数では圧倒的に低圧設備が多い状況です、千kW

5

設備容量基準設備電圧区分

2000kW以上特別高圧設備

50kW以上、2000kＷ未満高圧設備

10kW以上50kW未満低圧事業用設備
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参考:全国の事業用太陽光発電設備の導入状況（2024年３月末）

全国太陽光発電事業用 認定導入運転稼働量（2024年３月末現在）
構成比認定導入件数構成比認定導入容量千kW事業用区分
0.1%986 29.2%16,829 特別高圧2MW以上1
1.1%7,822 20.6%11,884 

高圧
1MW-2MW未満2

1.0%7,316 8.9%5,111 500kW-1MW未満3
3.0%21,228 9.5%5,467 50kW-500kW未満4

94.6%660,127 31.8%18,303 低圧事業用10kW-50kW未満5
100.0%697,479 100.0%57,594 事業用合計

29%

21%
9%

9%

32%

導入容量

2MW以上 1MW-2MW未満 500kW-1MW未満

50kW-500kW未満 10kW-50kW未満

95%

導入件数

2MW以上 1MW-2MW未満 500kW-1MW未満

50kW-500kW未満 10kW-50kW未満

尚、我国の太陽光発電の認定導入量は、上記の事業用のほか、10kW未満の住宅用太陽光発電がある。
2024年3月末の住宅用は（10.634千kW)10.6GWで、事業用（57,594千kW)57.6.GWとの合計は、68.2 GWとなる。
固定価格買取制度が始まる前の設備容量5.0ＧＷを加えると、2024年3月末で73.2ＧＷが全体の導入量となる。
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３．JPEA／REAP被害状況アンケート（昨年5月実施）

 2021年以降、太陽光発電のケーブ
ル盗難事故が多発。
アンケーでは7割の発電事業者が何
らかの被害。

 発生場所は、北関東圏での発生比率
が際立って高く茨城県でのがワース
トワン。県別には、茨城、栃木、群
馬、埼玉、千葉、福島など

この傾向は、警察庁での金属被害状況
ともほぼ整合してい

①5MW以上

12%

②2MW以上5MW

未満

15%

③1MW以上2MW

未満…

④50kW以

上1MW…

⑤10kW以上

20kW未満

17%

2団体（JPEA／REASP）の発生案件の被害設備の
発電所規模は
 高圧クラス（1～２MW）が約5割
 特別高圧は、約3割弱
 低圧（１０～５０ｋＷ）のうち、低圧では分割設置案

件が比較的多いと推察
規模別には、被害が多く発生しているのは、高圧1～２MW
規模と推察されるが、特別高圧では、盗難量が多く高額の
被害を受けている。

回答数
194

 JPEA/REASPでのアンケートでも警察庁の金属盗難の覚知状況に近い傾向です。
 電源区分では、高圧設備、特別高圧設備が被害に多いことががわかります。

（JPEA:一般社団法人太陽光発電協会、REASP:一般社団法人再生可能エネルギー⾧期安定電源推進協会）



警察庁の検討会での発表資料（9.30）では、次のような内容が公開されています、
 近年、金属類の盗難は統計が開始された令和２年以降大きく増加し、昨年は約3倍の水準に約1

万6千件、本年前半でみ1万件を超える水準
 昨年に管区別認知件数では、関東地区全体の約6割で、上位５県である茨城県（2,889件）、

千葉県（1,684件）、栃木県（1,464件）、群馬県（1,437件）、埼玉県（1,172件）で
全体の約半数

 検挙率は、令和２年から令和４年までは、年々上昇していたが、令和５年は約20％に低下
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4. 警察庁報告
4.1 金属盗の認知・検挙状況

https://www.npa.go.jp/bureau/safetylife/scrap/meeting_material.pdf 金属盗対策に関する検討会（24.9.30）から引用



 令和５年の金属盗の被害品のうち、半数以上は金属ケーブル。
 銅の価格高騰を背景に、銅が狙われることが多く、材質別では、銅が半数以上。
 令和５年に発生した金属盗の被害総額は約132億8,700万円。品目別では、金属ケーブル

が約109億8,100万円で全体の約８割。
 材質別では、銅の被害が約97億7,900万円で全体の約７割。
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金属盗の被害状況（品目別・材質別）

4． 警察庁報告
4.２ 金属盗の被害状況（品目別・材質別）

https://www.npa.go.jp/bureau/safetylife/scrap/meeting_material.pdf 金属盗対策に関する検討会（24.9.30）から引用
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 金属類被害に係る窃盗事件のうち太陽光発電施設に対する金属ケーブル窃盗の割合は、令和
５年が32.9％、令和６年６月末が38.7％。

 金属ケーブル窃盗の発生は関東に集中しており、全体に占める関東の割合は、令和５年が
91.8％、令和６年６月末が89.8％。一方、中部地方における被害も増加

 検挙人員に占める外国人の割合は、令和５年が60.7％、令和６年６月末が65.0％。カンボ
ジア人が最も多く、全体に占めるカンボジア人の割合は、令和５年が59.0％、令和６年６月末
が46.7％。

４． 警察庁報告
4.3. 太陽光発電施設における金属ケーブル窃盗について

https://www.npa.go.jp/bureau/safetylife/scrap/meeting_material.pdf 金属盗対策に関する検討会（24.9.30）から引用
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4.   警察庁報告
4. 4 金属の流通経路（概要）について

https://www.npa.go.jp/bureau/safetylife/scrap/meeting_material.pdf 金属盗対策に関する検討会（24.9.30）から引用
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５．太陽光発電の持続可能な保険契約・運用の実現に向
けた提言

事業環境改善のための取り組み
持続可能な事業運営に向けた対策方向性
対策①:リスク対策チェックシートの策定・運用
対策②:発電事業者への啓発
対策③:リスク対策度合いの定量化
対策④:盗難に関する規制強化
提言
持続可能な発電事業・保険運用に向けた提言
目指すべき将来像

JPEA／REASPでは、足元の危機的な状況を踏まえ、24年7月末に「持続可能な保険
運用検討タスクフォース」を緊急立上げ、アンケートや関係事業者のヒヤリングなどを通し
発電事業者として順守すべきチェックシートやガイドラインを9月末に取りまとめました。
この内容や提言については大手保険会社とも共有しながら、発電事業者自らが、関係業
業界と一体となってさらなる対策改善を図っていく方向です。
以下はTFの要点のみを報告いたします。
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事業環境改善のための取り組み
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事業環境改善のための取り組み
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事業環境改善のための取り組み
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リスクの定量化については、保険事業者各社の実績など、今後の、分析をふまえて検討していく方向であり、
本検討は考えたを示すことにとどめた

事業環境改善のための取り組み
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事業環境改善のための取り組み



18

提言
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提言
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持続可能な保険運用検討タスクフォースメンバー



提言書
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/20241016_jpea_reasp.pdf
チェックシート
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/20241011_risk_check_sheet.xlsx
ガイドライン
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/20240927_saigai_tounan_guideline.pdf

JPEA／REASPからチェックシート・ガイドラインを公開しています
是非、活用いただき、皆様からのご意見を賜れば幸いです

この度「太陽光発電の持続可能な保険契約・運用の実現に向けた提言書」及び「太陽光発
電リスク対策チェックシート」、「太陽光発電所向け災害・盗難対策ガイドライン」をJPEA・
REASP主導で取り纏めましたので、公表いたします。
JPEA・REASPは、太陽光発電事業者と損害保険会社の持続可能な事業の実現に向け

て、今後も引き続き関係者との情報交換等を行ってまいります。
また、太陽光発電事業者の皆様におかれましては、⾧期安定電源化に資する取り組みにな

りますので、是非とも積極的なご活用、並びに遵守をお願いいたします。

https://www.jpea.gr.jp/news/18024/

“太陽光発電システムの持続可能な保険契約・運用の実現に向けた提言書” 並びに
「リスク対策チェックシート」「災害・盗難対策ガイドライン」について（10.16）
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参考:チェックシート引用
（基本事項項目）
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参考:チェックシート引用
（災害対策項目）
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チェックシート引用
（電気・機械的事故対策 防犯対策項目）
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災害・盗難対策ガイドライン ～ガイドライン作成の目的

近年の気候変動・異常気象は、これまでは予測していなかった災害の多発 化を引き起こし、太陽
光発電設備においても各種災害による被害が拡大して います。自然災害に見舞われれば発電収益
が低下するだけでなく、破損した 設備の飛散や火災の発生によって近隣設備や近隣住民にも被害が
及ぶ可能性 があります。

また、太陽光発電所におけるケーブルの盗難被害も深刻な問題となってい ます。2023 年の金属類の
窃盗事件は全国で 16,276 件発生し、統計が始まっ た 2020 年から僅か 3 年で約 3 倍に増加し
ています。このうち、北関東圏で は約 6 割が太陽光発電所のケーブル盗難であり、昨今では発電所の
規模を問 わず社会問題化しております。重なる盗難によって、発電所の運営に大きく支障をきたしてい
る例も発生しています。

昨今の自然災害リスクの高まり、ケーブル盗難被害の増加を受け、低圧か ら高圧（１MW 未満）
の発電所※を運営されている皆様におかれましても、 本ガイドラインにご回答いただくことで、今一度発
電所の自然災害やケーブ ル盗難被害への対策状況、リスク度合いを再認識いただきたく存じます。
また、太陽光発電所における自然災害やケーブル盗難被害に対する有効と 思われる対策について、

添付資料でいくつか例示しております。対策例にし たがい、必要な対策の追加実施をご検討いただけ
ますと幸いです。

参考:太陽光発電所（1MW 未満）向け 災害・盗難対策ガイドライン
JPEA:一般社団法人太陽光発電協会

REASP:一般社団法人再生可能エネルギー⾧期安定電源推進協会
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